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1．序
　本稿は、多国籍企業の管理組織1）に関する一研究である。この研究は、多国籍企業の経営管理論を
構成する2）、職能別経営管理論、狭義の国際経営管理論、国際比較経営管理論3）の3者のうち、狭義の
国際経営管理論の研究領域に位置づけられる。この狭義の国際経営管理論に関する研究は、多国籍企
業のマネジメント・プロセス、すなわち計画、組織、人員配置、指揮、統制という経営管理過程の中
の第2段階4）にあたる管理組織を研究対象とする。
　国際経営や多国籍企業を一瞥するとき、「国際経営の沿革は、ある意味で遠く数千年の昔に遡り、
フェニキァの商人の時代を越えて、古代の交易商人の時代に至るともいえる5）。」とか、「近代の多国
籍企業は、かつて植民地時代に本国の国境を越えて事業活動を支配してきた植民地会社としばしぽ混
同されてきた6）。」とか言われ、さらに、すでに19世紀末にシンガー社のように、若干のアメリカ多国
籍企業が出現していた7）とも言われる。
　しかしながら、多国籍企業研究の発端に遡ってみると8）、“world　enterprise”や“multinational
corporation”@という、今日「多国籍企業」と同義に用いることが可能な用語が使用され、国際経営
論や多国籍企業論が本格的に論述されるようになったのは、1950年代末頃からといえる9）。そのうえ、
20世紀最後の四半期における最も著しい特徴の一つとして、多国籍企業の成長を指摘できるし10）、
「もし現在の趨勢が持続するならぽ、多国籍企業は、2005年までには世界の商品の50％を、2040年ま
でには80％を生産するようになると予測する一ものもいる11）。」といわれる。
　本稿は、この多国籍企業の生成に関する認識の矛盾を、C．チューゲンダート（C．　Tugendhat）の
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指摘する多国籍企業の経営管理の特微との関わりにおいて解こうとする試みである。これに対して、
企業の国際的活動に対する中央からの管理を、第2次世界大戦後の企業に特有な性質と考えるのは誤
りである13）とする、M．ウィルキンズ（Mira　Wilkins）の反定立がある。それにもかかわらず、　C．
チューゲソダートが主張する多国籍企業の中央指揮やJ．J．セルバン・シュレベール（J．　J．　Servan・
Schreiber）の説く、アメリカ多国籍企業における経営管理の優位14）、すなわち多国籍企業の経営管
理とりわけ多国籍企業の管理組織のうちに、1950年代末以来論じられてきた多国籍企業とそれ以前の
多国籍企業との相異をみいだすことは可能であると考えられる。
　　そこで、本稿の目的は、1950年代末における多国籍企業論の発端のうちに、多国籍企業の管理組
織に関して、どのような問題が提起されていたかを明らかにし、そこでの多国籍企業の管理組織のパ
ターソを類型別に分類し、検討したうえ、最後にその後における多国籍企業の管理組織の展開を検討
し、明らかにすることにある。
2．初期の多国籍企業論における管理組織論
　i．G．　H．クリー＝A．D．シピオの多国籍企業論における管理組織
　安室憲一教授によれぽ、多国i籍企業組織論に最初に取り組んだ研究は、1953年におけるE・R・パー
ロウ（E．R，　Barlow）“Management　of　Foreign　Manufacturing　Subsidiaries”（『海外製造子会社
の経営管理』）である。E．　R．バーロウは、海外進出企業が輸出中心の段階から海外製造の段階へと
転換する過渡期にあることを指摘し、そこで生じる輸出職能と海外製造事業の管理職能との調整に関
する組織問題を展開している。自律的な海外子会社と本国の輸出部門との間に海外販売活動で摩擦が
生じるために、統一的な海外経営管理の仕組みとして、「海外事業部」（overseas　division）の設立が
論じられている。そこでは、海外進出企業の組織形態は5形態に大別され、このうち2形態は海外管
理組織を持たないもの、残る3形態は海外事業部型の組織として論述されている16）。
　安室教授が紹介・論議した、E．　R．バーロウの国際事業部組織構造に関する研究は、多国籍企業自
体の管理組織ではないが、国際経営17）を遂行する海外進出企業の管理組織の研究であり、その意味で
明らかに多国籍企業の管理組織論の草分けと言えよう。
　多国籍企業は、歴史的にみて国内での企業の発展の一局面であり、突如として現われたものではな
い。合衆国企業と海外直接投資との相互関連性は、1950年代、60年代および70年代に特有のものでは
ない。多国籍企業は、幾十年にもわたって生成、発展、変化してきている。その発展は、個別的に
は、不均等で、複雑、多面性に富む過程であったと18）いえる。
　それゆえ、国際事業部組織構造は、多国籍企業の管理組織の前段階として位置づけられるが、それ
はあくまでも多国籍企業の全社的レベルでの管理組織の展開ではなく、いわぽ企業の「国内対海外」
市場志向視野19）の段階にある国際経営の部分的認識であり、多国籍企業の管理組織に発展する前段階
として、多国籍企業の管理組織論の一部分を構成するにすぎない。
’E．R．バーロウのような多国籍企業管理組織論の前段階にあたる研究として、　J．フェァウェザー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－64一
（J．Fayerweather）の論文；「海外事業活動一最高経営責任者への指針一」（Foreign　Opera・
tions：AGuide　for　Top　Management）がある。　J．フェァウェザーの基本問題は、「最高経営責
任者が、いかにして海外事業活動の挑戦に合致する、国際事業部の有効性を決定することができる
か20）。」という問題であった。なぜなら、National　Cash　RegisterやGilletteのような主要な国際
企業（international　businesses）の社長が、海外活動に実質的な時間を捧げているのは単なる偶然
ではないからである。海外事業活動は、第一級のエグゼキュティブや熟練したスタシフの日常的配慮
を要請するほどに、大規模な経営になっている21）。
　フェアウェザーは、この問題を4項目の基本的問題領域に区分して考察している。
　1．海外環境の経営管理
　2．国際的規模の経営管理
　3．多様な諸関係による遠隔地の経営管理
　4．国際事業部組織構造
　衣笠洋輔教授が行なったように22）、経営視野の段階的移行によって国際経営を区分し、多国籍企業
の管理組織論を展開することは、多国籍企業の管理組織の把握にとって重要である。教授は多国籍企
業と従来の国内企業との有機的関連を考察しながら、経営視野の段階的移行として、第1段階を国内
市場志向視野、第2段階を「国内対海外」市場志向視野、第3段階を世界市場志向視野として区分し
ている。とりわけ、「国内対海外」市場志向視野の概念は、単に海外市場志向視野という把握に比し
1（、企業全体における国際事業部の位置並びに全社的管理組織を考察する上で、大変有効である。
　多国籍企業の管理組織を研究する者が必ず経由しなければならない研究23）は、G．H．クリー；
A．D．シピォ　（Gilbert　H．　Clee　and　Alfred　Di　Scipio）の「世界企業の創造」（Creating　a
World　Enterprise）とG．　H．クリー＝W．　M．サッチェン（G．　H．　Clee　and　Wilbur　M．　Sachtjen）
の「世界的規模の企業の管理組織」（Organizing　a　Worldwide　Business）の2論文24）である。ク
リー＝シピオは、D．リリエンソールと並んで、“world　enterprise”あるいは“multinational　cor・
poration”の概念を用いて、多国籍企業の経営管理を展開した先駆者である。　D．リリエンソールが
経営管理の広範な問題を展開した25）のに対して、クリー＝シピオは、管理組織の問題を中心に展開し
ている。
　1959年のクリー＝シピオの論文は、世界中のどこで、製品を販売し、研究開発をし、そして生産を
すべきかという基本的意思決定が、全世界的基盤でなされる「世界企業」の概念を導入し、世界的規模
の企業の経営管理（lnanaging　world・wide　enterprise）や大規模な国際企業の経営管理（managing
large－scale　international　enterprise）という世界的経営管理（world　management）の問題を提
起している26）。世界企業を計画する組織に使用される概念や原理は、国内志向の企業一たとえそれ
がかなりの海外売上げや投資をしている場合でも一で用いられる概念や原理とは著しく異ってい
る。同論文は、国際企業の重要な経営管理の一原理として、戦略計画と統制のための責任を集権化
し、現地の計画や業務のための責任を分権化することをあげている27）。それは、世界を企業の市場と
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第1図　国内志向と国際志向の組織構造の比較
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見倣すことであり、すべての戦略経営問題を世界中のいたるところにある代替的機会に照らして解決
することである28）。
　そこで、クリー＝シピオ論文においては、比較論的視点より、規模、多角化そして分権化が同程度
であるような、実在する2企業の組織構造が取り上げられ、世界的規模の企業を経営するに適した管
理組織を構築するための組織変革が考察されている。
　一方は、国内志向の組織構造を持つA企業であり、他方は、’国際志向の組織構造を有するB企業で
ある（第1図参照）。
　A企業では、国際事業部に海外活動のすべての責任が課されている。国際事業部は、企業全体の売
上げと投資の両方で、25％以上を占めている。とすれぽ、この企業は、1人の副社長兼上級常勤取締
役に、全権限の4分の1以上を委譲していることになる。ライン・マネジメントには、製品グループ
別の自律的操業部門に責任を持つ3名の執行担当副社長、合衆国内の2社の子会社の社長2名、そし
て全社の研究開発に責任のある執行担当副社長1名がいて、各々は直接に社長に報告している。その
下位には、国内操業部門のマネジャーと生産拠点や会社の設立してある国だけに責任を持った各国の
海外企業の取締役がいる。
　スタッフ・マネジメントの場合、8部門の職能別副社長が、直接にチーフ・エグゼキ＝ティブに報
告している。ここでの問題は、国際事業部への一定の法律的あるいは財務的サービスを除いては、こ
の職能別エグゼキュティブが、合衆国内の操業グループにだけ職能別の経営管理を遂行することであ
る。この管理組織では、1）海外の生産拠点から一連の製品を輸入して、合衆国内の経営が拡大できな
いのではないか、2）世界中の生産拠点が、市場浸透を最大化し、費用を最小化するように有効的に利
用できないのではないか、3）合衆国、ヨー一　Pッパ、あるいはどこでも追加の望まれる製品を生産する
企業が獲得できないのではないか、という問題が生じる29）。
　B企業は、A企業と対照的に、世界企業として組織されている。トップ・マネジメント（ll）で
は、チーフ・エグゼキュティブが2名の上級副社長を指名し、会長に従ってチーフ・エグゼキ＝ティ
ブの代理として行動する。しかし、2名の上級副社長の究極の権限は副会長の握中にある。　　、『
　経営委員会のメソバーは、本社に位置している。そのメンバーは、チーフ・エグゼキュティブに対
して、世界的規模の基盤の戦略計画と統制を遂行する責任を担当ごとに持つ、第一級のエグゼキ＝テ
ィブの中核を形成している。これは、（II）のレベルで戦略経営委員会（strategic　management
board）を構成する。それは、主要な職能部門と主要な製品ライン部門の代表によって構成される。
この世界的規模の視野の戦略経営委員会は、すべての主要な活動とあらゆる種類の経営管理責任を代
表するような方法で組織されて、そして戦略的およびロジスティクな問題を世界的規模の基盤で検討
し、勧告し、あるいは決定する媒介物となっている。それゆえ、国内志向のA企業のような競争者と
比較して、国際志向のB企業は、経営管理の優位を持っている。
　また、B企業では、現地の計画や操業の責任を地域のマネジャー（皿）に委譲する、地域マネジメ
ント（area　management）による分権化がある。地域マネジャー（皿）は、現地に置く場合と本社
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に置く場合とがある。地域マネジャー（M）は、一定の地域内で戦略経営委員会の計画を遂行する責
任を持ち、業績に対する責任も持っている30）。
　かくして、A企業とB企業とも国際経営に関わりを持ちながら、一方のA企業は、合衆国内で経営
をするのに主に適した組織構造を展開し、しかも海外活動に関しては、国際事業部や海外子会社とい
うような自己充足的単位に委ねて、合衆国内の管理組織の下位部門の一つとして処理してきたが、他
方のB企業は、前述したように合衆国を世界的規模の管理組織の下位部門の一つとして扱うような組
織構造を形成してきている。
　クリー＝シピオは「世界企業として成功裡に競争している会社は、世界的規模の経営に成功するた
めに必要とされる諸要素が国内志向の経営で要求される要素と異っていることを見出す31）。」と結論
して、国際事業部を持ったA企業を多国籍企業の前段階としながら、B企業を多国籍企業が持つ、世
界的規模の組織構造の1つの典型として示し、世界的規模の視野の経営管理を説いたといえよう。多
国籍企業としては未成熟の、いわば揺藍期の多国籍企業であるA企業と、戦略と組織の両面において
多国籍企業であるB企業との比較から、クリー＝シピオは、まさに最初の多国籍企業の管理組織論
を、部門レベルでなく全社的レベルで展開したと評価できる。
ii）G．　H．クリー＝w．M．サッチェンの多国籍企業論における管理組織の類型
　クリー＝サッチェンは、多国籍企業化への圧力に応じる、また海外直接投資に関わりを持つ企業に
とっての基本的組織構造（basic　organizational　structure）を3類型に分類している32）。
　α．伝統的国際事業部組織構造の諸変型（variants　of　traditional　international　division）：政
　　策や世界的規模の戦略計画の責任を全社的レベルへ移行している国際事業部組織構造。
　β．地域別組織構造（geographic　structure）：国際事業部に代って、地理別に分割した地域の子
　　会社の十分な業務責任を引き受けている、トップ・マネジメソトのレベルに位置するライソ・マ
　　ネジャーを配置する組織構造。
　γ．製品別組織構造（product　structure）：国際事業部に代って、個別製品グループの開発促進の
　　ための世界的規模の責任を委譲されている、トップ・マネジメントのレベルのエグゼキ＝ティブ
　　を配置している組織構造。
　伝統的国際事業部組織構造の諸変型では、海外操業の広範な政策や戦略計画の責任を、従来は国際
事業部の中にあるか、あるいは独立的に活動する子会社によって遂行されていたけれども、従前の公
式組織構造の重大な変更なしに、全社的レベルのエグゼキュティブに移行できる特徴がある。海外工
場の稼働や海外の個別市場の開発のような業務上の貴任は、子会社や関連会社によって処理される。
また、再編成された国際事業部は、以前のように合衆国から海外の関連会社への輸出や輸出市場の調
整をしたり、さらに世界中にある生産設備と企業全体としての世界的規模の市場の複合との調整役と
しても機能する33）。
　クリー＝＝サッチェンは、1959年のクリー＝シピオの論文で述べた、国内志向のA企業の組織構造、
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第2図　国際事業部組織構造
1．国内志向
社　　　長
本社スタッフ
販売　　　製　造 研　究 財　務 企　画 人　事
ラ　イ　ン　・　マ　ネ　ジ　メ　ン　ト
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部A
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部B
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部C
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部D
副　社　長
総ﾛ事業部
2．国際志向
社　　　長
本社スタッフ
販売　　　　製　造　　　　研究 財務 企　画　　　　人　事
ライ　ン　・マネジメ　ン　ト
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部A
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部B
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部C
副　社　長
蒼燻幕ﾆ部D
副　社　長
総ﾛ事業部
注・⊂⊃本社ならび・世界的規模の難を持・たエグゼキ・テ・ブ．
　　［：コ国内餉のラィ・またはスタ・フ・エグゼキュテ・ブ．
£＝3国際志向の・イ・と…フ・エグゼキ・テ・・r．
資料G．H．　Clee　and　W．　M．　Sachtjen，“Organizing　a　Worldwide　Business，”Harvard　Bctsiness
　　Review，　Vol．42，　No．6，　p．57．
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すなわち国際事業部を持つ組織構造を発展させて、国内志向と国際志向の国際事業部構造に二分割し
て論議している（第2図参照）。
　国内志向の国際事業部組織構造は、自己の自主的行動としてより、国内の競争の最前線で競争相手
の国際化戦略によって影響を受けるような場合の結果が多い。国際事業部は、本国企業と海外関連会
社との取引を媒介したり、調整するために設定されるけれども、次第に海外業務の政策や戦略計画の
決定が、最高経営管理者によって直接行なわれるようになる。その結果、自律的な海外子会社は、以
前以上に業務的実体として機能し、本社はすべての製品や計画に関する一層強力な世界的規模の統制
を遂行するようになる。そして国際事業部は、海外工場の操業や国別のマイナーな製品改良、そして
個々の市場への浸透などの責任を分担するようになる。ここに至り、国内志向の国際事業部組織構造
から、国際志向の国際事業部組織構造に転化すると言える。国内志向の国際事業部組織構造での国際
事業部は、全社的レベルの政策や計画なしに、本国と海外子会社との媒介機能や調整機能を果たすだ
けであった。全社的レベルで見ると、それは依然として国内志向の企業である。その特徴は、国際事
業部の主要な職位が国内の業務に熟練した経営者によって占められるという明瞭な傾向にある。
　国際志向の国際事業部組織構造には、製品と職能とのラインによって構成される組織構造とは異っ
た、別個の組織として、海外事業を統合する国際統轄会社34）（international　corporation）が設立さ
れる場合がある。国際統轄会社の業務は、通常地域別基準によって組織されている。地域別単位によ
る製品の販売領域は、現地市場の開拓状況と輸入政策とによって制限されている35）。
　国際事業部組織構造は、海外活動の中心が輸出から地球上の各地における自己充足的業務に移行す
るとき、非効率となる。多角化した製品ライソを持つ世界的規模の企業にとって、国際事業部組織構
造は、グローバルな目的を遂行するために、企業全体の資源を稼働する経営者の努力を妨げる。全
社的レベルに優れた調整機能があったとしても、個別の製品や製品ラインのためのグローバルな計画
は、国内活動と国際事業部との2者の半自律的組織として、せいぜい不器用に遂行されるだけであ
る36）。
　地域別組織構造は、ライン・マネジャーに世界の地理的領域の業務責任を分担し、本社に世界的規
模の戦略計画や統制の責任を留保する組織構造である（第3図参照）。地域別組織構造では、合衆国
は世界の諸市場の単なる一市場にすぎない。生産と販売の両者は、地理的領域単位によって分担され
る。一定の地理的領域単位の製造と販売は、その地域の産出量の大部分が現地で販売されるように、
自己完結的である。ある場合にほ、一地域から他地域へと半製品あるいはほぼ組立てられた製品の重
要な海通力3あるp些域別組織構造では、特定の地域の全製品に関する責任は、一人のライン・エグゼ
キュティブに負わされる。政策、戦略とロジスティク計画、そして主要な製品開発は、全社的レベル
で処理される37）。
　地域別組織構造を採用する企業には、1）大部分の販売収益が類似する最終消費市場から引き出され
る、2）現地の販売要件が決定的である、という2つの共通性がある38）。
　地理的地域は、ときには大規模で自己充足的な販売と製造の業務単位によって構成される。それ
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第3図地域別組織構造
社　　　長
本社　ス　タ　ツ　フ
販売　　　　製　造　　　研究 財　務　　　　企　画　　　　入　事
ラ　イ　ン　・　マ　ネ　ジ　メ　ン　ト
地域マネジャー
@北　　米
地域マネジャー
@ヨーロツパ
地域マネジャー
@極　　東
地域マネジャー
@南　　　米
地域マネジヤー
?戟^アフリカ
注． ⊂＝⊃本社並びに世界的規模の難を持・たエグゼキ・テ・ブ・
　　　　　世界的規模の基盤の本社スタッフの活動は，政策問題，
　　　　　戦略計画，基本的製品計画，地域単位のラインへの職能
　　　　　的指導，そして地域単位間の活動の調整である．
［コー定・特定・魍的領域・業務全般のため・・イ・責任
　　　　　を持ったエグゼキュティブ．
資料G．H．　Clee　and　W．　M。　Sachtjen，　op．　cit．，　p．60．
は、地域というよりむしろ国別の市場を中心としている。
　長期の全社的戦略は、本社で設定される。各々の地域単位は、現地市場に最も適した製品ラインを
決定する責任がある。また、地域レベルのマネジャーは、市場の要件に一致する技術や製品の開発を
行なう。全社的レベルのエグゼキュティブは、部品や完成品の供給経路の指揮にくおえて、地域単位
の製品計画の調整や、基本的な製品開発にかかわる意思決定を行なう39）。
　多数の製品ラインをもった企業の地域別組織構造もある。地域マネジャーは、地理的地域内の日常
業務に責任を持つ。各々の地域内には各国組織から報告を受ける地域本部（regional　headquaters）
がある。短期ならびに長期計画は、現地で立案され、地域マネジャーによって検討され、そして検討
と承認のために全社的レベルの経営者に提出される。このように、計画は明らかに現地のニーズと要
件とを反映しているけれども、本社が資本投資を統制し、その他の戦略的意思決定を綿密に遂行して
いる。地理的地域および国別による地域別組織構造は、現地市場のニーズに対応した、販売努力や製
品の特化をすることができる。しかしながら、製品が多数であるか多角化されている企業において、
製品の多角化の調整、新しい考案や技術の各国への移転、そして生産拠点から世界的規模の市場への
製品のロジステックなフローを最適化することが、地域別組織構造ではしぽしぼ困難である4°），
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第4図製品別組織構造
社　　　長
本　社　・　ス　タ　ッ　フ
地　・
S　当　　販涜　　製　造　研　究 財　務　　　企　画　　　人　事
・南　米
Eヨーロツパ
E中東／アフリカ
ラ　イ　ン　・　マ　ネ　ジ　メ　ン　ト
・極　東
E北　米
製品グループA
Gグゼキュティブ
製品グループB
Gグゼキュティブ
製品グループC
Gグゼキュティブ
製品グループD
Gグゼキュティブ
注⊂：⊃本社ならび・世界的規模・責任を持・たエグゼキ・テ・ブ．
　　　　　　　世界的基盤の本社スタッフの活動は，政策問題，全体の戦略
　　　　　　　計画，製品グループ間の調整，そして製品グループの専門的
　　　　　　　助言．
　∫：＝3特定・地理的徽・おける…フ難を持・たエグゼキ・
　　　　　　　ティブ．主に，潜在的投資機会の認識や個々の関連会社や，
　　　　　　　本社経営者への情報の提供．
　　匡コ製品グループの世界的規模の責任を持。たエグゼキ。テ・ブ．
資料G．H，　Clee　and　W．　M．　Sactjen，　op．　cit．，　p．63．
　製品別組織構造は、前述の二者の組織構造より新しく、ライン・マネジメントの製品グループ別の
エグゼキュティブに世界的規模の製品に関する責任が分担され、そして全社的スタッフのレベルの地
域専門家によって、一定地域内の全製品に関する活動が調整される組織構造である（第4図参照）。
企業全体ならびに各々の製品グループのための全社的な目標と戦略は、本社で設定される。この本社
の指針にもとついて、各々の製品グループの戦略計画が、トップ・マネジメントの検討と承認のため
に、製品グループ・エグゼキ＝ティブによって作成される。それゆえ、各々の製品グループは、世界
的基盤による各々の製品に関するすべての活動を計画し、統制する、第一の責任を持っている。全社
的レベルのスタッフは、世界的規模の製品別組織に職能的指導をする41）。
　多角化された製品ラインを持った企業で、広範囲にわたる複雑な技術を含む製品、しかも多様な最
終消費市場に向かう製品の場合には、地域別組織構造や国際事業部組織構造を採用することは難し
い。こうした企業では、大規模で多角化された国内活動が海外活動より優っているので、国内活動が
世界的規模の各々の製品グループの中心に置かれる。各製品グループ・エグゼキ＝ティブは、全社的
経営委員会と製品グループ内の個々の海外子会社や関連会社とのあいだの主要な交渉やコミ＝ニケー
ションのチャネルとなる。また各々の製品グループは、製品グループの海外業務の経営に責任を持つ
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国際担当副社長（vice　president－international）を設定している。職能的または技術的助言は、国
内業務レベルあるいは全社的レベルの適切なスタッフによって提供される。主要な世界市場における
多数の製品グループの活動の調整は、全社的レベルの地域マネジャー（area　manager）によって遂
行される。地域マネジャーは、潜在的投資機会の検討、全社的または製品グループの経営者の両方の
戦略計画に助言・援助すること、そして、製品グループの世界的規模の製品計画を補完する一定地域
のすべての製品の地域計画を開発することに責任を持っている42）。
　製品別組織構造の問題は、世界的規模の製品別の責任を持つエグゼキュティブが、ほとんど国内業
務の経験しか持たないので、国際問題に関する十分な理解を欠くか、国際問題に十分な注意を払わな
いという危険性がある。この危険性は、全社的レベルだけでなく、製品グループのレベルにもある。
さらに、主要な職能のマネジャーのレベルにもあてはまる。もう一つの問題は、世界中のそれぞれの
部分の、多数の製品別グルーケの動きを調整することである43）。
　クリー＝サッチェンは、多国籍企業の組織構造を3類型、すなわち国際事業部組織構造の諸変型、
地域別組織構造、そして製品別組織構造に分類した。国際事業部組織構造については、先のクリー＝＝
シピオの論文では国内志向の国際事業部組織構造という一面的位置づけであったが、クリー＝サッチ
ェソは、新たに国際志向の国際事業部組織構造をそれに加えて、多国籍企業の組織構造の一つとして
展開している。さらに、地域別組織構造に付け加えて、製品別組織構造が多国籍企業の組織構造とし
て挙げられ、クリー＝シピオの比較論的二元論からの進展がみられる。クリー＝サッチェンの論文に
おいて、多国籍企業の管理組織論における、基本的だが最初の体系的枠組みが構成されたと評価でき
よう。
　多国籍企業への組織変革を決定する主要な変tw44）として、企業の歴史、経営者の特性、経営の特
質、そして長期戦略という4変数を述べながらも、多国籍企業への組織変革の決定的なポイントが、
分権化と集権化45）とを組織に反映させる経営者の認識46）であるとの主張は注目すべきである。また、
4変数のうち、組織構造の選択基準として経営の特質と長期戦略の2者が、普遍的妥当性を持つ変数
として重視されている47）。
3．多国籍企業の管理組織の進化
　多国籍企業の管理組織を考察するうえで、企業を無限持続的な社会的存在と仮定すれぽ48）、国内企
業から多国籍企業への転化の過程が所与として49）考えられ、経済単位としての多国籍企業を現代にお
ける最も発達した企業形態5°）の一つと考えることができよう。ここから、多国籍企業の管理組織を、
企業の最も発達した管理組織の一つとして考察できる。
　個別企業の組織構造を研究対象とするとき、企業自体とその環境は個別的にはみな異っていて、同
一ではない。それゆえに、多国籍企業2社が同一の仕方で同一の組織構造段階を経過することはない
し、2企業が完全に同一の組織構造に到達することもない。
　組織変革は一般に戦略と組織構造の間の不均衡を除去するために企てられるものである。「組織は
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戦略に従ってつくられる」51）とすれぽ、多国籍企業の経営戦略に対応して、多国籍企業の管理組織は
どう変化してきたのだろうか。
　」　M・ストップファード（John　M・Stopford）は、管理組織を職能部門組織構造と半自律的事業部
組織構造に二分して、組織構造の選択を考察している。前者は、企業規模が小さく、所有者や創設者
など単独の個人で十分に管理できる企業にあたる第1段階と、単一の製品もしくは同一製品系列下に
ある関連製品を取り扱って、全国的規模の市場を対象にした製品の量的拡大による成長が達せられて
いる企業にあたる第2段階に二区分されている。後者の半自律的事業部組織構造は、新製品系列を加
えるとか、新市場に進出するとかによって、第2段階にある職能部門組織構造のシステムの均衡が崩
れてできた管理組織で、第3段階と呼ぽれる52）。ストップフォードは、国内での企業成長と多角化に
伴って発生する組織変革を、このように3段階の発展段階に定式化した。これに対して、企業の海外
進出に関係する組織構造の変化を、3つの発展局面に分類している。第1局面は、海外子会社が自律
的である初期の時期である。第2局面は、国際事業部が展開される時期である。第3局面は、戦略計
画が統一的かつ世界的基盤で遂行され、そして海外事業の組織構造がその他の部分と緊密な連係をと
るように改編されている時期である。3局面はそれぞれ、第1局面が自律的子会社（autonomous
subsidiary）・第2局面が国際事業部（international　division）、第3局面がグローバル組織構造
（global　structure）によって特微づけられる管理組織を持つ、さらに、ストップフォードは、　i9　4鳥
面としてグローバル構造にとって代わる新しい管理組織、「グリッド組織構造」（grid　structure）を示
唆している53）。企業の海外進出にともなう3局面の変化、すなわち自律的子会社、国際事業部、そし
てグローバル組織構造との各々のあいだにおける管理組織の変革は、次のようである（第5図参照）。
第5図　組織構造変革の諸系列
注、矢印で示されている数字は1968年末までに組織構造変革をなした170社
　中の企業数である。これとは反対方向に組織構造変革をなした6事例は除
　外されている。「グローバル組織構造」という術語は、地域別事業部組織
　構造、世界的規模の製品別事業部組織構造、混合型組織構造、そしてグリ
　ッド組織構造を含んでいる。
資料J．M．　Stopford　and　L．　T．　Wells，　Jr．，　Managing　the　Multinatinal
　　Enterprise，　p．28．
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　ストップフォードは、グロー・ミル組織構造を、地域別事業部組織構造（area　divis玉ons）、世界的規
模の製品別事業部組織構造（worldwide　product　divisions）、混合型組織構造（mixed　structure）、
そしてグリッド組織構造（grid　structure）の4類型に分類している。このうち、国際事業部に代
って1960年代に出現したグローバル組織構造として、地域別事業部組織構造、世界的規模の製品別事
業部組織構造、そして混合型組織構造の3類型があげられる。グリッド組織構造は、グローバル組織
構造というよりも、1960年代のグローバル組織構造に代る管理組織として分類されている54）。
　ストップフォードの地域別事業部組織構造と世界的規模の製品別事業部組織構造の2者は、クリー
一サッチェンの地域別組織構造と製品別組織構造の2類型にそれぞれ対応すると考えられる55）。混合
型組織構造は、クリー＝サッチェンでは製品別組織構造のなかでの発展形態として位置づけられてい
たs6）が、ストップフォードによって多国籍企業の管理組織の新しい一形態として分類されたといえよ
う（第6図参照）。
　海外で製品系列を多角化したいくつかの企業が混合型組織構造を展開した。この組織構造の一部
は、世界的規模の製品別事業部組織構造の性格を持ち、その他の部分は、国際事業部の性格を持って
いる。製品Aの国内および海外の事業部は、2つの別々の事業部によって管理されるが、地方の製品
第6図混合型組織構造
社　長
本社スタツフ
（生産，販売，［i醐，［圃，国際など）
総括管理者
　製品A
総括管理者
　製品B匡イ遮生．
販売
総括管理者
国際事業部
　製品A
総括管理者
　地域1
事業部スタ
（生産，販売
統制など）
生産
　　　　　　総括管理者
販売　　　　　　　地域2匡イ』
　　総括管理者
　　　地域1匡イ歯
注、［：］で囲われた職能は業務責任を示し、それ以外の職能は、主に助言や調整の職務を示している。
資料　」．M．　Stopford　and　L．　T．　Wells，　Jr．，　Managing　the　Multinational　Enterprise，　p．44．
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第7図　グリッド組織構造（部分的組織図）
社　長
本社スタツフ
その他の世界的　　総括管理者
規模の製品別　　　　製品A
事業部スタッフ
総括管理者　　総括管理者
　合衆国　　　国　際
総括管理者
　地域A
その他の地域別
事業部
スタッフ
　　　　　　総括管理者
　　　　　　　地域Aa
　総括管理者
Aaa国内の製品A
生産 販売
注、一は、責任を分かち合わない場合の報告関係を示す。
　　一一は、責任を分かち合う報告関係を示す。その他は第6図と同じ表示である。
資料　J．M．　Stopford　and　L．　T．　Wells，　Tr．，　Managing　the　Multinational
　　　Enterprise，　p．88．
Bの事業は、単一の世界的規模の製品別事業部によって管理される。国際担当と名づけられる中央本
社のスタッフ・グループは、製品Aに責任を持つ2事業部間のコミュニケーシ。ソの流れを円滑にす
る目的を担っている57）。
　混合型組織構造に加えて、ストップフォードは多国籍企業の最も新しい管理組織として、グリッド
組織構造を挙げている（第7図参照）。地域別事業部組織構造、世界的規模の製品別事業部組織構造
および2者の混合型組織構造の3種類の管理組織は、等しく命令系統一元化の原則（principle　of
unity　of　command）に基づいている。このために事業部門のコミュニケーションの障害が大きく、
異った事業部問の海外子会社の活動に関する調整が難しい。この問題への対応として組織されたの
が、管理者の二元もしくはそれ以上の報告関係（dual　or　multiple　reporting　relationships）を
有するグリッド組織構造である。それゆえグローバル組織構造は、伝統的経営哲学からの離反を表わ
している。子会社の管理者は、製品別の管理老にも地域別の管理老にも報告する。両者とも子会社に
対するライソ責任をある程度持つ。このように責任の系統が交差するために、この組織構造は「グリ
ッド」と呼ばれる。グリッド組織構造は、まだ先駆的企業による試験的段階にある58）。
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　ストップフォードは、製品の多角化（product　diversification）と地域の多様化（area　diversi・
fication）との戦略に応じた、国内企業から多国籍企業への変化を管理組織の変化として研究してい
る59）。製品の多角化に対しては、国際事業部を考慮することなく、世界的規模の製品別事業部組織構
造を対応させている60）。海外に設立された子会社の管理組織上の位置づけよりも、むしろ製品の多角
化にともなう海外の製造あるいは販売に従事する子会社の設立が強調されている61）。もう一方の地域
の多様化に対しては、国際事業部による地域管理から全社的レベルでの地域別事業部組織構造への管
理組織の変革を対応させている。製品の多角化と地域の多様化の戦略に対応させて、製品別事業部組
織構造と地域別事業部組織構造のグローバル組織構造を考察したことは、そこでの混合型組織構造の
類型の提示とともに、ストップフォードの大なる成果といえよう。しかしながら、それは、国際事業
部組織構造62）の一面的把握のために、クリー＝サッチェソが考察したような国内志向と国際志向との
国際事業部組織構造の展開なしに、製品の多角化の戦略に対応する、国際事業部とグローバル組織構
造とのあいだの組織構造の選択63）だけが、特にクローズアップされて、ハード・コアとされている。
また、第一局面と第2局面とを区分する把握、すなわち自律的海外子会社と国際事業部のそれは、経
済の単位体としての組織構造という視点から見ると、企業全体における各々の国際経営の位置づけが
されていない。組織構造から国際経営を位置づけれぽ64）、1．輸出部（export　department）、2．輸出
事業部（export　division）、3．国際事業部（international　division）、4．完全所有子会社の国際統轄
本社（international　headquaters　company　as　wholly　owned　subsidiary）、5．グローバル組織構
造、6。グリッド組織構造という6段階区分が適切である。これをみると、ストップフォードの研究は、
国内企業あるいは国際事業部からグローバル組織構造への変化に重点が置かれて、J．フェァゥェザー
（John　Fayerweather）に従えぽ65）、多国籍企業管理組織の多数国間のアプローチに偏って、単一国
家との関係を分析するような比較論的アプローチが欠けている。特に、もっぱら国内市場に関する企
業とグローバル組織構造以前の企業とのあいだの組織構造の把握が不明確である。そのため、国際事
業部組織構造における国内志向と国際志向への2分化が見過されているといえよう。
4．結
　本稿は、多国籍企業の管理組織を研究対象にした。多国籍企業の管理組織は、多国籍企業のマネジ
メント・プロセス、すなわち計画、組織、人事配置、指揮、統制という経営管理過程の第2段階を構
成する。本稿は、多国籍企業の生成、・発展、変化する過程を、多国籍企業の経営管理過程を構成する
管理組織の生成、発展、変化に求めた。
　多国籍企業の管理組織は、初期の多国籍企業論における中心的テーマであった。G．　H．クリー＝
A．D．シピォは、1959年の論文で、基本的意思決定が全世界的基盤でなされる世界企業の概念を導入
し、世界的経営管理を展開した。世界的縫営管理の中心問題は、実在する2企業の管理組織構造を比
較する方法に集約された。それは、国際事業部を持つ国内志向の組織構造と国際志向の地域別組織構
造の2形態の管理組織の比較による、最初の多国籍企業の管理組織論の展開であった。
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　その後に、G．H．クリー＝W．　M．サッチェンは、クリー＝シピオの展開した国内志向と国際志向
の管理組織の比較論をさらに発展させて、基本的だが最初の体系的な多国籍企業の組織論の枠組みを
構成した。多国籍企業の基本的組織構造は、α．伝統的国際事業部組織構造の諸変型、β．地域別組織
構造、γ．製品別組織構造の3類型である。クリー＝サッチェソは、国際事業部を持つ組織構造を、単
なる国内志向の管理組織として把握するだけでなく、多国籍企業の組織構造の一つである、国際志向
の国際事業部組織構造としても把握した。彼らは、国際事業部組織構造を国内志向と国際志向との組
織構造に二分類して論じることによって、国際事業部組織構造の認識を深めた。さらに、クリー＝シ
ピオの比較論的二元論による地域別組織構造に、製品別組織構造を加えて、多国籍企業に関する最初
の体系的管理組織論を提示したといえる。
　クリー＝サッチェンの多国籍企業の管理組織論のあと、最も注目すべき研究は、ハーヴァード大学
多国籍企業研究プロジェクトの成果の一つである、J．　M．ストップフォードの研究である。ストップ
フォードは、クリー＝サッチェンの3類型に、混合型組織構造とグリッド組織構造を追加した。スト
ップフォードの成果は、自律的海外子会社の位置づけや国際事業部組織構造の把握が必ずしも徹底せ
ず、不明確であるけれども、グローバル組織構造として、地域別組織構造、製品別組織構造、混合型
組織構造、そしてグリッド組織構造を分類、識別したことである。
　以上より、国際経営の発展と多国籍企業の生成、発展、変化との両面から、管理組織を分類すれ
ぽ、1．輸出部、1．輸出事業部、IL国内志向の国際事業部の3者が、多国籍企業以前の段階にある
国際経営に関わる管理組織に位置づけられるが、多国籍企業の管理組織として、】V．国際志向の国際
事業部組織構造、V．完全所有子会社の国際統轄本社の形態をとる国際事業部組織構造、　V【．地域別組
織構造、W．製品別組織構造、　VIL混合型組織構造、】X．グリッド組織構造の6形態が挙げられる。
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